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　令和５年度 全国労働衛生週間は10月１日から10月７日までを本週間（9月1日から9月30日
までを準備期間）とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示
されておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和５年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋）
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和25年の第1回実施以来、今年で第74回を迎える。この間、全国労
働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管
理活動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が
上昇を続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、
女性の就業率が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。
　また、中高年齢の女性を中心に、転倒などの労働者の作業行動に起因する労働災害が高い
発生率となっています。
　人生 100 年時代に向けて高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりを推進して
いくためにも、高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリー
ガイドライン）に基づく対策の推進とともに、労働者の健康管理や治療と仕事の両立への支
援をさらに推進していく必要があります。

― 令和５年度　全国労働衛生週間の実施について―
スローガン「目指そうよ二刀流 こころとからだの健康職場」

　また、過労死等事案の労災認定件数は、令和４年度には904件となっており、引き続き過労
死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止
対策の推進が必要です。このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和４年度には710件
と過去最多となっており、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制
確保や取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の96％を占めてお
り、小規模事業場における健康確保対策の推進が重要です。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、450件程度で推移し、特定化学物質障害予防規
則等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めてい
ます。また、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶たない状況です。このた
め、厚生労働省では、従来、特別規則の対象となっていない全ての危険・有害な物質への対
策を強化するため、事業者が自ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止の
ために講ずべき措置を適切に実施する制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとす
るため、ばく露の上限となる濃度基準値の設定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組み
の整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、行っているところです。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間
約 1,000 人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建
設された建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が2030年頃をピークとして、増
加が見込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿
の発散防止措置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や
工作物などの解体・改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告
システムを用いた報告の義務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第14次労働災害防止計画（以下、「14次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高
年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確
保対策の推進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、
労働災害防止対策を進めています。
　さらに、建設アスベスト訴訟の最高裁判決（令和３年５月17日）を踏まえ、有害物質によ
る健康障害の防止措置を義務づける労働安全衛生法第22条の規定に関連する労働安全衛生規
則等11の省令の規定について、請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外に対しても、労働
者と同等の保護措置を講ずることを事業者に義務づける改正が実施され、令和５年４月に施
行されており、事業者に求められる労働衛生対策の実施対象の幅は広がっています。
　このような背景を踏まえ、今年度は、

「目指そうよ二刀流 こころとからだの健康職場」

　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図
るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　10月1日から10月7日まで。（9月1日から9月30日までを準備期間）
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事業主の皆様へ   
　10月は「年次有給休暇取得促進期間」です。年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組
みましょう。
　働き方・休み方の改善をこれからも継続的に行うためには、計画的な業務運営や休暇の分散化に
も資する年次有給休暇の計画的付与制度（※1）や、労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・
休み方に資する時間単位の年次有給休暇（※2）の活用が効果的です。

　労使一体となって年次有給休暇を上手に活用するために、導入をご検討ください。
　詳しくは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧ください。
　
　（年次有給休暇取得促進特設サイトURL）
　　https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/
　（※1）年次有給休暇の付与日数のうち、5日を除いた残りの日数については、労使協定を締結
すれば、計画的に取得日を割り振ることができる制度です。
　（※2）年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を締結すれば年5日の範囲内で時間
単位の取得が可能となります。

池袋労働基準監督署からのお知らせ



【令和４年４月から令和５年３月までの監督指導結果のポイント】
１ 令和４年に全国の労働基準監督署で取り扱った賃金不払事案の件数、対象労働者数及び金額
　は以下のとおりです。
  　　(1)件　　　　数 20,531 件  
  　　(2)対象労働者数 179,643 人  
  　　(3)金　　　　額 121 億2,316 万円  
２ 労働基準監督署が取り扱った賃金不払事案（上記１）のうち、令和４年中に、労働基準監督署の
　指導により使用者が賃金を支払い、解決されたものの状況は以下のとおりです。
  　　(1)件　　　　数 19,708 件（96.0％）  
  　　(2)対象労働者数 175,893 人（98.0％）  
  　　(3)金　　　　額 79 億4,597 万円（65.5％）  
  　※１　令和４年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。  
  　※２　倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。  
  　※３　不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。

■監督指導による是正事例（令和４年）
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◎東京労働局（局長 辻田 博）は、令和４年度中に行われた管下１８労働基準監
　督署における過労死等（脳・心臓疾患及び精神障害事案）に係る労災請求・支
　給決定件数を取りまとめました。その概要は、次のとおりです。 
　① 脳・心臓疾患の請求件数は減少、支給決定件数は増加。 
 　　・請求件数は１１７件であり、前年度に比べ４件（3.3％）減 
 　　・支給決定件数は２４件であり、前年度に比べ４件（20.0％）増 
　② 精神障害事案の請求件数は増加、支給決定件数も増加。 
 　　・請求件数は 540 件であり、前年度に比べ 43 件（8.6％）増 
 　　・支給決定件数は 127 件であり、前年度に比べ 21 件（19.8％）増 
　　　（支給決定件数等は、別表のとおり。）
◎東京労働局においては、過労死等の防止に向けて、過重労働による健康障害防
　止対策、メンタルヘルス対策等を積極的に推進することとしています。
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対策の推進が必要です。このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和４年度には710件
と過去最多となっており、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制
確保や取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の96％を占めてお
り、小規模事業場における健康確保対策の推進が重要です。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、450件程度で推移し、特定化学物質障害予防規
則等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めてい
ます。また、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶たない状況です。このた
め、厚生労働省では、従来、特別規則の対象となっていない全ての危険・有害な物質への対
策を強化するため、事業者が自ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止の
ために講ずべき措置を適切に実施する制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとす
るため、ばく露の上限となる濃度基準値の設定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組み
の整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、行っているところです。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間
約 1,000 人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建
設された建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が2030年頃をピークとして、増
加が見込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿
の発散防止措置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や
工作物などの解体・改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告
システムを用いた報告の義務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第14次労働災害防止計画（以下、「14次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高
年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確
保対策の推進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、
労働災害防止対策を進めています。
　さらに、建設アスベスト訴訟の最高裁判決（令和３年５月17日）を踏まえ、有害物質によ
る健康障害の防止措置を義務づける労働安全衛生法第22条の規定に関連する労働安全衛生規
則等11の省令の規定について、請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外に対しても、労働
者と同等の保護措置を講ずることを事業者に義務づける改正が実施され、令和５年４月に施
行されており、事業者に求められる労働衛生対策の実施対象の幅は広がっています。
　このような背景を踏まえ、今年度は、

「目指そうよ二刀流 こころとからだの健康職場」

　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図
るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　10月1日から10月7日まで。（9月1日から9月30日までを準備期間）
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　当協会主催講習会等についての内容、お申し込みは同封のご案内か当協会ホームページをご覧ください。
他地区協会との共催講習会の内容、お申し込みは当協会ホームページをご覧ください。
　なお、講習会等については中止となることもありますので、ホームページをご覧になるか、事務局までお尋
ねください。
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協会ホームページ　http://www.ikerokyo.or.jp/
講習会等申込書、入会申込書をダウンロードできます。　講習会等のご案内については、随時更新いたします。

2023年（令和５年）4月～2024年(令和６年）３月講習会等実施計画（予定）

　令和５年度 全国労働衛生週間は10月１日から10月７日までを本週間（9月1日から9月30日
までを準備期間）とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示
されておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和５年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋）
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和25年の第1回実施以来、今年で第74回を迎える。この間、全国労
働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管
理活動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が
上昇を続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、
女性の就業率が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。
　また、中高年齢の女性を中心に、転倒などの労働者の作業行動に起因する労働災害が高い
発生率となっています。
　人生 100 年時代に向けて高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりを推進して
いくためにも、高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリー
ガイドライン）に基づく対策の推進とともに、労働者の健康管理や治療と仕事の両立への支
援をさらに推進していく必要があります。

　また、過労死等事案の労災認定件数は、令和４年度には904件となっており、引き続き過労
死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止
対策の推進が必要です。このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和４年度には710件
と過去最多となっており、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制
確保や取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の96％を占めてお
り、小規模事業場における健康確保対策の推進が重要です。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、450件程度で推移し、特定化学物質障害予防規
則等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めてい
ます。また、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶たない状況です。このた
め、厚生労働省では、従来、特別規則の対象となっていない全ての危険・有害な物質への対
策を強化するため、事業者が自ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止の
ために講ずべき措置を適切に実施する制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとす
るため、ばく露の上限となる濃度基準値の設定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組み
の整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、行っているところです。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間
約 1,000 人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建
設された建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が2030年頃をピークとして、増
加が見込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿
の発散防止措置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や
工作物などの解体・改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告
システムを用いた報告の義務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第14次労働災害防止計画（以下、「14次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高
年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確
保対策の推進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、
労働災害防止対策を進めています。
　さらに、建設アスベスト訴訟の最高裁判決（令和３年５月17日）を踏まえ、有害物質によ
る健康障害の防止措置を義務づける労働安全衛生法第22条の規定に関連する労働安全衛生規
則等11の省令の規定について、請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外に対しても、労働
者と同等の保護措置を講ずることを事業者に義務づける改正が実施され、令和５年４月に施
行されており、事業者に求められる労働衛生対策の実施対象の幅は広がっています。
　このような背景を踏まえ、今年度は、

「目指そうよ二刀流 こころとからだの健康職場」

　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図
るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　10月1日から10月7日まで。（9月1日から9月30日までを準備期間）

令和５年度 第２１回 
練馬・豊島・板橋地区　安全衛生推進大会

　池袋労働基準監督署、池袋労働基準協会、建設業労働災害防止協会主催。練馬産業連合

会、豊島産業協会、板橋産業連合会、東京都トラック協会各支部協賛。その他関係団体賛助

により開催いたします。

　事業主及び安全衛生担当者をはじめ関係者の方々が多数ご出席下さるよう、ご案内申し

上げます

　開催日時　　令和 5年 11 月 14 日（火）　午後 1時 30 分～４時 00 分

　会　　場　　としま区民センター　８階多目的ホール／豊島区東池袋１－２０－１０

　内　　容　　安全衛生優良事業場等の表彰・安全衛生活動の事例発表・特別講演

　　　　　　　※内容、お申し込みは同封のご案内か当協会ホームページをご覧下さい。


